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I.はじめに    J」
病院及び一般診療所※ll lこ従事するあん摩マッ

サージ指圧師 (以下、マッサージ師と略)の数は、

医療施設静態調査により3年ごとに公表されて

いる。直近の統計Dに よると、病院に2,743.4人 、

一般診療所注⇒(以下、診療所と略)に 4,639.3人

のマッサージ師が従事していたが、これらは常

勤換算注ので算出されているため人員数は不明で

ある。業務内容や晴眼者と視覚障害者の構成比

もこの調査ではわからない。また、マッサージ

業務への他の医療職 (柔道整復師、鍼灸師、理

学療法士等)や無免許者 (いわゆるカイロプラク

ター、整体師等)の関与の状況を明らかにした調

査も見あたらない。さらに、今後の医療機関に

おけるマッサージ師数の動向を予測するための

資料も確認できない状況にある。

一方、医療機関内での鍼灸施術は、「保険医療

機関及び保険医療養担当規則」(昭和32年厚生

省令第16号)の第18条が規定する「特殊療法等」

に含まれる扱いを受けているため、統計法 (医療

施設調査規則)に基づく調査は行われていない。

したがって、一部の医療機関で鍼灸が導入され

また、雇用される鍼灸師が増えている事実があ

るにもかかわらず、その実態は従事者数を含め

不明である。医療社会学における空白地帯の領

域であり、その基礎資料を得ることは、地域医

療のみならず、鍼灸師を養成する学校養成施設

の職域開拓の在り方に関する検討に少なからず

寄与するものと考える。

そこで、この度、医療施設調査の第1期 とし

て、診療所を対象に、マッサージ、鍼及び灸療

法 (以下、三療と略)に係る従事者の実態、三療

に対する経営側の評価、マッサージ師 。鍼灸師

の雇用ニーズ等を調査し、一定の知見を得たの

で報告する。

なお、本調査研究は、東洋療法研修試験財団

の平成21年度委託研究費の助成により、「あん摩

マッサージ指圧研究班」が実施したものである。

Ⅱ.目 的    J」
本調査は、全国の診療所に従事するマッサー

ジ師及び鍼灸師の就業者数ならびに業務実態を

明らかにするとともに、これらの施術者に対す

る同診療所の雇用ニーズ等に関する意識を把握

注 1)一般診療所 :医師又は歯科医師が医業又は歯
科医業を行う場所であって、患者の入院施設を有し

ないもの又は患者 19人以下の入院施設を有するも
ので歯科診療所を除く診療所。
注2)常動換算 :非常勤者について、その職務に従
事した1週間の勤務時間を、当該医療施設の通常の
1週間の勤務時間で割った数。



し、今後の地域医療ならびに当該学校養成施設

の職域開拓の在り方について検討するための基

礎資料を得ることを目的とする。

Ⅲ.方 法     J」

1.対 象

2008年 12月 1日 現在における大阪府、福島

県、茨城県、富山県、鳥取県、沖縄県に所在す

る診療所 13,808件 aの中から、上記6地域ごと

に比例抽出した2,000件 (抽出比率 14.6%)を対象

とした。この票本数は、2008年 10月 1日 現在に

おける全国の診療所総数99,083件 Dの約2.02%

の規模に当たる。

2.標本の抽出方法

(1)地域の抽出法

全国47都道府県を6ブロック (北海道・東北

地区、関東地区、甲信越・北陸地区、東海
。近

畿地区、中国 。四国地区、九州 。沖縄地区)に

分け、コンピュータ上で無作為に発生させた数

字にしたがって、各ブロックから上記6地域を

抽出した。

(2)診療所の抽出法

各地域の診療所の抽出は比例配当法によった。

まず、福祉保健医療機構サイト (WAMNET)の

で上記6地域ごとの診療所を検索した後、同域

内の診療所総数 13,808件 に占める地域別施設数

の比率を求め、地域ごとの抽出比率とした。次

にそれぞれの抽出比率に2,000を掛け、各地域

に配当する標本数を割り当てた。当該標本を抽

出するにあたっては、WAMNET上で公開されて

いる府県ごとの診療所データベースを抽出台帳

とし、起番号 1、 抽出間隔7(≒ 13,808÷ 2,000)

の等間隔法によった。6地域ごとの診療所数、

抽出比率及び標本数を資料 1に示した。

(3)データベースの作成

上記方法で抽出した診療所 2,000件の名称及

び所在地情報を収録した標本データベースを作

成した。

(4)調査形式

調査は質問紙郵送法で実施した。まず、各診

療所長宛に、調査趣意書、質問紙調査票 (資料)

及び返信封筒を同封した封書を郵送し、無記名

による回答を料金後納方式で依頼した。

(5)調査期間

調査票を平成 21年 2月 26日 に発送し、3月

10日 (消印有効)を回答の締め切りとした。

(6)調査項目

調査票は、次の3領域14項目から構成される

(資料)。

1)属性に関する領域

①所在地域、②開設診療科日、③有床・無床

の層J

2)マッサージ療法に関する領域

①マッサージ療法の導入状況

②マッサージ業務従事者の現況 (所持免許)

③マッサージ師の雇用人員 (視覚障害者の有

無)

④マッサージ師の業務内容

⑤技能認定等資格の取得状況

⑥マッサージ師の費用対効果から見た満足度

⑦マッサージ師の患者ニーズから見た満足度

③今後のマッサージ師の雇用意向

3)鍼灸療法に関する領域

①鍼灸療法の導入状況

②鍼灸業務従事者の現況 (所持免許別)

③鍼灸師の雇用人員 (視覚障害者の有無)

④鍼灸師の費用対効果から見た満足度

⑤鍼灸師の患者ニーズから見た満足度

⑥今後の鍼灸師の雇用意向
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Ⅳ.結 界    JJ
l.有効回答数と回答率

郵送した封書 2,000通のうち、62通 (3.1%)が

「転居」「転居先不明」「閉院」等の理由で返送され

てきたので有効配布封書数は1,938通 (96.9%)で

ある。また、回収された封書数は500通だった

が、そのうちの2通は属性領域 (設問 1～ 3)以外

の設間に非回答だったので無効とした。したが

って有効回答は498通 となり、全体の有効回答

率 (有効回答数十有効配布封書数)は 25.7%

(498/1,938)で ある (資料 2)。

この回答率を6地域ごとに見てみると、富山

県 (35.1%)、 福島県 (33.5%)及 び茨城県 (31.8%)

が3割を超えたのに対し、大阪府 (21.7%)は富山

県の約3分の2に とどまるなど、東高西低の傾

向を示した。

2.標本の属性

(1)地域

前記した府県ごとの回答率を反映し、498施

設に占める回答標本数の府県別構成割合は、大

阪府 51.2%、 福島県 14.2%、 茨城県 15。 7%、 富山

県 8.0%、 鳥取県4.4%及び沖縄県6.4%と なり、

府県間の幅は標本抽出率の構成割合 (資料 1)よ

り縮小した。

(2)開設診療科目

マッサージと関連の深い「整形外科」と「リハビ

リテーション科」を標榜する診療所がどの程度あ

るかを見たところ、有効回答498施設のうち、

「整形外科」は74施設 (14.9%)、 「リハビリテー

ション科」は44施設 (8.8%)で あった。これら

の割合を、平成20年の医療施設調査 Dにおける

各開設件数 (平成20年 10月 1日現在)と比べた

ところ、「整形外科」が1.9ポイント高く、「リハビ

リテーション科」は3.9ポイント低かった(資料3)。

(3)病床の有無

有効回答498施設のうち、有床診療所は42施

設 (8.4%)、 無床診療所は456施設 (91.6%)であ

った。この割合を、平成20年の医療施設調査⇒

における病床別構成割合 (平成20年 10月 1日現

在)と比べたところ、有床の割合が3.2ポ イント

低く、無床が3.2ポ イント高かった (資料 4)。

資料 1 地域別の診療所数、抽出比率及び標本数

大阪府 福島県 茨城県 富山県 鳥取県 沖縄県 合 計
診療所数 (a) 8,424 1,495 1,738 796 547 808 13,808 (b)

抽出比率 (a/b) 61.0% 10.8% 12.6% 5.8% 4.0% 5.9% 100.0%

標本数 1,220 217 252 115 79 117 2,000

資料2 対象地域別の回答数 (標本数)

大阪府 福島県 茨城県 富山県 鳥取県 沖縄県 合  計
郵送封書数 1,220 217 252 115 79 117 2,000

返送封書数 42 5 7 1 4 3 62

有効配布数 (a) 1,178 212 245 114 75 114 1,938

有効回答数 (b) 255 71 78 40 22 32 498
有効回答率 (b/a) 21.6% 33.5% 31.8% 35.1% 29.3% 28.1% 25.7%
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資料3 -般診療所における整形外科とリハビリテーション科の開設状況 (標本と医療施設調査 1)との比較)

総数 開設件数 構成割合 (a)― (b)

整形外科
標  本 498 74 14.9%(a)

1.9ポイン ト
医療施設統計※ 99,083 12,929 13.0%(b)

リハビリテーション科
標  本 498 44 8.8%(a)

-3.9ポイン ト
医療施設統計※ 99,083 12,566 12.7%(b)

総数 開設件数 構成割合 (a)― (b)

無床診療所
標  本 498 456 91.6%(a)

3.2ポイン ト
医療施設統計※ 99,083 87,583 88.4%(b)

有床診療所
標  本 498 42 8.4%(a)

-3.2ポイン ト
医療施設統計※ 99,083 11,500 11.6%(b)

※平成20年医療施設調査の中の診療所統計 (平成20年 10月 1日 現在)

※平成20年医療施設調査の中の診療所統計 (平成20年 10月 1日現在)

資料 4 -般 診療所の病床の有無別施設数と構成害l合 (標本と医療施設調査 1)と の比較 )

資料5 マッサージ、物理療法、運動療法実施施設
(件数/複数回答)n=118

80

70

60

50

40

30

20

10

0

3.マッサージ関連領域について

(1)マ ッサージ導入施設の推定件数

マッサージ、物理療法、運動療法のいずれか

を実施している診療所は、回答のあった497施

設中118施設 (23.7%)で全体の約4分の 1を 占め

た。この118施設のうちマッサージを導入して

いる診療所は35施設29.7%(35■ 118)に とどま

り、物理療法の75施設 (63.6%)、 運動療法の39

施設 (33.1%)を下回った (資料 5)。

各療法の実施施設の有効回答全体に占める割

合を見てみると、マッサージ導入施設7.0%(35+

497)、 物理療法導入施設 15.1%(75■ 497)、 運

動療法導入施設7.9%(39+497)であった。

上記のマッサージを導入している施設の比率

7.0%を、平成 20年 10月 1日 現在の診療所総数

99,083件 に単純に挿入すると、この時点における

全国のマッサージ導入施設数は、〔0.07× 99,083

件〕の式から、6,978施設と推計された。

(2)マ ッサージを導入している「整形外科」・

「リハビリテーション科」の推定件数

マッサージを導入している35施設を開設診療

科目別で見たところ、「整形外科」を標榜する診

療所が20施設 (57.1%)で最も多く、2位の「リ

ハビリテーション科」の6施設 (17.1%)を合わ

せると、全体の4分の3を占めた(資料6)。 マッ

サージ療法が、主に運動器系を中心とした疾患

に実施されている実態が伺える。

一方、前項2.(2)で見たように、有効回答498

施設のうち「整形外科」を標榜する診療所は74施



資料 6 マッサージ導入施設の開設診療科目 (件
数/複数回答)n=35

資料 7 マッサージ業務従事者の所持免許別人数
構成割合 n=79

医療系資格非所持
(整体・カイロ、助手等)

その他の医療資格 1°|(13%) マッサージ師
15人 (19%)

看護師 1人 (1%)

理学療法士
6人 (8%)

マッサージ師。

はり師・きゅう師
15人 (19%)
マッサージ師・

柔道整復師
3人 (4%)

設 (14.9%)、「リハビリテーション科」は44施設

(8.8%)であったので、「整形外科」を有する診療

所の27.0%(20+74)、「リハビリテーション科」を

有する診療所の13.6%(6+44)力 マ`ッサージを

導入しており、両者の比率は2対 1であった。

この各々の比率を、平成20年 10月 1日 現在

の整形外科総数 12,929件 とリハビリテーション

科総数12,566件 に挿入すると、マッサージを導

入している「整形外科」は、全国で推定3,491施

設 (12,929件×0.270)、「リハビリテーション科」

は推定 1,709施設 (12,566件×0.136%)と なり、

合計5,200施設と推計された。

(3)マ ッサージ従事者の推定雇用施設数と推定

人数

マッサージを導入している35施設に対し、マ

ッサージ業務に現に従事している者の人員をた

ずねたところ、常勤と非常勤を合わせて79人で

あった。したがって、1施設当たりのマッサージ

従事者数は平均2.26人 となる。よって、全国の

マッサージ導入6,978施設に、推定で15,718人

(6,978件 ×2,26人 )がマッサージ業務に従事して

いることになる。

一方、上記79人のマッサージ従事者につい

て、所持している医療免許別に、雇用施設数と

1施設当たりの平均人員数を見ると、マッサージ
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※推定施設数=施設比×99,083(診 療所総数)
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資料8 マッサージ従事者の推定雇用施設数と推定人員 (所持資格別内訳)
マッサージ師 柔整師 鍼灸師 PT 看護師 その他 無免許者 合 計

施設数 (x) 23 9 4 3 1 1 5
人 数 (y) 33 21 7 6 1 1 10 79
平均① (y/x) 1.46 2.33 1.75 2 1 1 2
メ、]牧上ヒ (y/79) 418% 26.6% 8.9% 7.6% 1.3% 1.3% 12.7%
I互 :没上し(x/498) 4.6% 1.8% 0.8% 0.6% 0.2% 02% 1.0%
推定施設数※② 4.576 1,791 796 597 199 199 995
推定人員①×② 6,566 4,178 1,393 1,194 199 199 1,990 15,718



師 (は り師、きゅう師、柔道整復師免許の重複

所持者を含む)は 23施設 (4.6%;23÷ 498)に 33

人が従事していたので、1施設当たりの平均従

事者数は1.46人となる。同順で、柔整師 (は り

師 。きゅう師免許の重複所持者を含む)は 9施設

(1.8%)・ 21人。2.33人、鍼灸師は4施設 (0.8%)。

7人 。1.75人、理学療法士 (以下、PTと 略)は

3施設 (0.6%)・ 6人 。2.0人、看護師とその他の

医療職は各 1施設 (0.2%)・ 1人 。1.0人と推計さ

れた (資料 7・ 8)。

1)マッサージ従事者の推定雇用施設数

上記の各施設比 (x+498)で全国の診療所総数

99,083件を案分すると、マッサージ師雇用施設

は、〔0.046× 99,083〕 の式から、4,576施設と推計

された。同様の式から、マッサージに従事して

いる柔整師の雇用施設は1,791施設、同鍼灸師

雇用施設は796施設、同PT雇用施設は597施

設、同看護師とその他の医療職の各雇用施設は

199施設と推計された。

2)マ ッサージ従事者の推定人数

よって、所持している医療免許別のマッサー

ジ従事者数は、各々の1施設当たり従事者数と

雇用施設数の積から以下のように推計された。

マッサージ師6,566人 (1.46× 4,576)、 柔整師

4,178人 (2.33× 1,791)、 鍼灸師 1,393人 (1.75×

796)、 PTl,194人 (2.0× 597)、 看護師とその他

の医療職は各 199人 (1.0× 199)。

ただし、マッサージ師については上記33人の

他に、業務内容不明が5施設に6人含まれていた

ので、マッサージ師免許所持者は28施設 (5.6%)

に39人 (1施設平均 1.39人)が雇用されていたこ

とになる。このデータから推計すると、マッサ

ージ師の雇用施設数は5,571施設、推定人数は

7,760人 となる。

3)医療免許非所持者 (カイロ。整体師等)につ

いて

医療系免許を所持していないマッサージ従事

者 (カ イロ・整体師、助手等)は 5施設 (0.1%)

に10人含まれていたので、1施設当たりの平均

管言「 :夕7℃ i免警し1雀魯15鼻柳[』
(無免許者)を雇用している診療所は995施設

(0.1× 99,083)と なり、従事者数は1,990人

(2.0× 995)と 推計された。この人数は全従事者

数 15,718人のほぼ8分の1に当たる (資料 8)。

(4)マ ッサージ師の視覚障害別人員

診療所に雇用されているマッサージ師39人を

視覚障害別で見たところ、「視覚障害あり」(身体

障害者手帳所持者)が 10人 (25.6%)、「視覚障害

なし」が18人 (46.2%)、 不明 (無回答)が 13人

(28.2%)で あった (資料 9)。

次に、「視覚障害あり」と回答した10人の障害

の程度をカルテ文字の処理能力で見てみると、

自力で処理できる程度の軽度視覚障害者 (以下、

軽度視障者と略)が 4人 (40%)、 自力では処理で

きない程度の重度視覚障害者 (以下、重度視障

者と略)は 6人 (60%)であった (資料9)。

(5)免許の重複状況

マッサージ師免許、はり師免許、きゅう師免

資料9 マッサージ師の視覚障害の有無別人数
n=39

不明
11人 (28%)

視覚障害なし
18人 (46%)

視覚障害あり・重度
6人 (16%)

視覚障害あり・軽度
4人 (10%)



許の重複状況を見たところ、マッサージ師33人

のうち、はり師免許ときゅう師免許を併せて所

持する三療師と、マッサージ師免許の単独所持

者が同数の15人 (45.5%)であった。前項 (3)で記

した鍼灸師の7人は、この三療師 15人と柔道整

復師 (以下、柔整師と略)の免許重複所持者 4人

を除いた数値である。したがって、はり師免許

またはきゅう師免許所持者は、これらを加えた

26人であり、マッサージ従事者 79人の3分の 1

(32.9%)に 当たる。

次に、視覚障害を有するマッサージ師 10人の

免許の重複状況を見てみると、4人が三療師で

あり残る6人はマッサージ師免許の単独所持者

だった。

一方、柔整師免許の重複所持者は、マッサー

ジ師が33人中3人 (9.1%)|こ とどまったのに対

し、鍼灸師は11人のうち4人 (36.4%)で、その

割合はマッサージ師の4倍であった。したがっ

て、柔整師免許所持者は、単独所持者 17人に

上記7人の重複所持者を加えた24人となり、マ

ッサージ業務従事者の30.4%(24■ 79)を 占めた。

なお、視覚障害を有するマッサージ師 10人の中

に柔整師免許所持者はいなかった。

(6)マ ッサージ従事者の免許別構成から見た

診療所の類型

按摩、マッサージまたは指圧の施術を業とし

て行うことができるのは、医師の他、マッサー

ジ師に限られる(あん摩マッサージ指圧師、はり

師、きゅう師等に関する法律 〔昭和22年法律第

217号〕第1条)。 ただし、病院または診療所に

おいて、PTが理学療法として行うマッサージに
ついては、前記法律第1条の規定は適用されな

い(理学療法士及び作業療法士法〔昭和40年法律

137号〕第15条第2項 )。 また、柔整師が柔道整

復業の範囲の程度 (骨折、脱臼捻挫の後療法)で

行うマッサージについても通知行政で認められ

ている (柔道整復師の業務範囲及び医業類似行

為について〔昭和 32年 9月 18日 医発第799号〕)。

したがって、医師、マッサージ師、PT及び柔

整師以外の者が診療所内でマッサージを業とし

て行うことは、法解釈上、認められていない。

病棟等で見かける看護師によるマッサージ行為

は、療養に伴う世話 (健康保険法 〔大正11年法

律第70号〕第63条)の範囲で行われるものであ

って、保険医療機関で診療報酬 (消炎鎮痛処置

料)の対象として行われる「マッサージ等の手技」

とは区別される。

この意味において本論では、マッサージ業務

従事者を、便宜的ではあるが、「マッサージの法

定医療従事者」(医師、マッサージ師、PT、 柔

整師)、 「マッサージの法定外医療従事者」(鍼灸

師、看護師等、法定従事者を除く医療免許者)

及び「無免許従事者」(カイロ。整体師等)に区分

した。その上で、マッサージ導入35施設をマッ

サージ従事者の各区分別の構成から次の3類型

に分類した。

◎類型 I;マ ッサージ従事者が「マッサージの法

定医療従事者」だけで構成されている診療所

◎類型Ⅱ;マッサージ従事者が「マッサージの法

定医療従者」と、「マッサージの法定外医療従

事者」または「無免許従事者」で構成されてい

る診療所

◎類型Ⅲ ;マ ッサージ従事者が「マッサージの法

定外医療従事者」または「無免許従事者」で構

成されている診療所

その結果、類型 Iに属する診療所は25施設

(71.4%)、 類型 Ⅱと類型Ⅲの診療所はともに5

施設 (14.3%)で あった (資料 10)。 したがって、

「法定医療従事者」がマッサージ業務に従事して

いる類型 Iと Ⅱを合わせた診療所数は30施設



資料 10 マッサージ従事者の所持免許から見た施設類型

類  型 件数 (計 ) マッサージ業務の従事者 件 数 構成割合

類型 I 25

マッサージ師※のみ 15 42.9%

柔道整復師のみ 4 11.4%

理学療法士のみ 2 5.7%

マッサージ師+理学療法士 1 2.9%

マッサージ師+柔道整復師 1 2.9%

マッサージ師+鍼灸・柔道整復師 1 29%
マッサージ師+鍼灸・柔道整復師十柔道整復師 1 2.9%

類型 Ⅱ 5

マッサージ師+鍼灸師※※ 1 29%
マッサージ師+鍼灸師+柔道整復師 1 2.9%

マッサージ師+鍼灸 。柔道整復師+整体・カイロ等 1 2.9%

マッサージ師+整体・カイロ等 1 2.9%

柔道整復師+整体・カイロ等 1 2.9%

類型Ⅲ 5

鍼灸師のみ 1 2.9%

看護師のみ 1 2.9%

その他の医療資格者のみ 1 2.9%

整体・カイロ等のみ 1 2.9%

鍼灸師と整体・カイロ等 1 2.9%

合  計 35 35 100.0%

※マッサージ師 :はり師、きゅう師、柔整師の免許を併せて所持している者を含む

※※鍼灸師 :は り師免許、きゅう師免許所持者のみ。三療師は含まない

(85.7%)だったが、そのうち、マッサージ師を雇

用している診療所は23施設 (66.7%)で、35施設

全体の3分の2に とどまった。一方、類型 Ⅱと

類型 Ⅲを合わせた診療所 10施設のうち、整

体・カイロ等の無免許従事者を雇用している診

療所は5施設 (14.3%)で あった (資料 10)。

(7)マ ッサージ師の勤務形態

マッサージ師免許を所持する41人を勤務形態

別で見てみると、常勤21人 (51.2%)、 非常勤 14

人 (34.1%)で あったので、率で常勤は非常勤の

1.5倍であった。なお、不明が6人 (14.6%)を 占

めた (資料 11)。

次に、視覚障害のあるマッサージ師 10人につ

いて見てみると、軽度視障者では常勤と非常勤

が2人ずつだったのに対し、重度視障者では常

勤 4人に対し非常勤 2人だった。

資料 11 マッサージ師の勤務形態別人数
n=35

(8)マ ッサージ師の業務内容

35人 (常勤・非常勤)のマッサージ師が現に行

っている業務内容を見てみると、①「マッサージ

のみ」と②「マッサージと物理療法」がともに14

人 (40%)で最も多く、次いで、③「マッサージ、

物理療法、運動療法」が4人 (11.4%)などだっ

た (資料 12)。

利
臥
(15%)



次に、上記の結果をもとに、マッサージ、物

理療法、運動療法の業務別の従事者数 (複数回

答)を見たところ、マッサージに従事しているマ

ッサージ師は35人中33人 (94.2%)、 同じく物理

療法には 19人 (54.2%)、 運動療法には6人

(17.1%)が従事していた (資料 13)。

一方、視覚障害のある10人の業務内容を見

たところ、上記①が8人 (80%)、 ②が2人 (20%)

で、「マッサージのみ」の割合が全体の2倍と高か

った。これを障害重度別で見ると、軽度視障者

では①と②が2人ずつで全体の傾向と一致した

が、重度視障者の6人は全員が①のみに従事し

資料 12 マッサージ師の業務内容別人数

マッサーン・

n=35
物理療法 運動療法
1人 (3%)1人 (3%)

運動療法
1人 (3%)

ッサージのみ
14人

(40%)

ていた。マッサージ業務には10人全員が従事し

ていたが、物理療法の従事者は軽度視障者の 2

人だけで、運動療法従事者に視覚障害を有する

マッサージ師はいなかった。このことは、診療

所において、とくに重度の視覚障害者が物理療

法や運動療法の業務に就くことの困難性を示し

ている。

(9)技能認定等資格の取得状況

マッサージ師免許所持者 39人のうち、全国病

院理学療法協会発行の運動療法機能訓練技能認

定資格の取得者は3人 (7.7%)、 また、日本運動

器リハビリテーション学会発行の運動器リハビ

資料13 業務別に見たマッサージ師の従事者数
(人数/複数回答)n=35

資料 15 患者二
満足度

―ズか らみたマ ッサ

(施設数 )

全く満足
していない
0(0%)

―ジ師雇用の

あまり満足
していない
7(24%)

マッサーン・

物理療法・

運動療法
4人 (11%)

マ

マッサージ・物理療法
14人

(40%)

資料 14 費用対効果からみたマッサージ師雇用の
満足度 (施設数)

全く満足
していない
2(7%) 大変満足している

6(22%)

あまり満足
していない
9(32%)

ある程度満足
している
11(39%)

満足している



資料 16 マッサージ師の雇用意向

雇用希望の

意識
施 設 数

成
合
構
割

雇用希望
意向あり

積極的に

雇用したい
9

47 9.5%
ある程度
考えている

38

雇用希望
意向なし

あまり考えて
いない

83

445 90.5%
全く考えて
いない

362

合   計 492 100.0%

リテーションセラピスト認定資格の取得者は1

人 (2.6%)に とどまった。

(10)マ ッサージ師雇用に対する満足度

対象となる35施設に、マッサージ師を雇用し

ていることに対する満足度を費用対効果と患者

ニーズの二つの側面からたずねた。

1)費用対効果の満足度

まず、費用対効果の面では、回答のあった28

施設のうち、「大変満足している」の6施設

(21.4%)と 「ある程度満足している」の11施設

(39.3%)を 合わせた「満足群」は17施設 (60.7%)

であった。一方、「あまり満足していない」の9施

設 (32.1%)と 「全く満足していない」の2施設

(7.1%)を合わせた「非満足群」は11施設 (39.2%)

で、概ね6対 4の割合だった (資料 14)。

2)患者ニーズの満足度

次に、患者のニーズの面では、回答のあった

29施設のうち、「大変満足している」の12施設

(41.4%)と 「ある程度満足している」の10施設

(34.5%)を合わせた満足群は22施設 (75.9%)で

4分の3を占めた。一方、「あまり満足していな

い」は7施設(24.1%)で、「全く満足していない」と

回答した診療所はなかった (資料 15)。

(H)今後のマッサージ師の雇用意向

今後のマッサージ師の雇用意向の有無を全て

の診療所にたずねたところ、回答のあった492

施設のうち、「積極的に雇用したい」の9施設

(1.8%)と「ある程度考えている」の38施設(7.7%)

を合わせた「雇用意向あり群」が47施設(9.5%)だ

ったのに対し、「あまり考えていない」の83施設

と「全く考えていない」の362施設を合わせた「雇

用意向なし群」は445施設 (90.5%)で、両者の

割合は概ね1対 9であった (資料 16)。

なお、「積極的に雇用したい」の1.8%を全国の

診療所総数に挿入すると、1,783施設 (0.18×

99,083)となる。

次回は鍼灸に関する領域について述べる。
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